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日本のエネルギー 
 
はじめに、エネルギー基本計画（第４次） 

１． 我が国が直面するエネルギー制約 
２． エネルギー制約の克服に向けて 
３．  2030年のエネルギー需給見通し 
４． 個別のエネルギー方策 
５． エネルギーシステム改革 
   討論会 どうなる これからの日本  
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エネルギー基本計画（第４次） 

エネルギー政策基本法 ２００２年６月に制定 
•  第一次基本計画 ２００３年１０月策定 

•  第二次基本計画 ２００７年３月 

•  第三次基本計画 ２０１０年６月策定 

 

  ２０１１年３月 東日本大震災（東電福島第一原発事故） 

 

第４次基本計画 ２０１４年４月策定 
  過去のエネルギー戦略は白紙から見直し、政策を再構築する出発点 

  ２０１５年７月 「長期エネルギー需給見通し」（総合資源エネルギー調査会政策分科会） 

              中長期的な視点から、２０３０年度のエネルギー需給構造の見通しを策定 

 

２０１５年７月 「電源構成」閣議決定、 ＣＯＰ条約事務局へ日本の「約束草案」提出 
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日本の「エネルギー基本計画」  
 第４次計画（2014年4月 策定） 

「日本のエネルギー」 2014年度版
経済産業省 資源エネルギー庁 
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第4次基本計画 
電源構成について 
ベースロード電源、ミドル電源、ピーク電源のバランス 
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第４次 エネルギー基本計画（骨子） 

朝日新聞 2014年4月12日 
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【参考】 



エネルギー基本計画 （政策の大変化） 

朝日新聞 2014年4月1１日 

【参考】 

7 



自給率の低下 電力コストの上昇 CO２排出量の増加 

安定供給 経 済 性 環 境 

自給率 
震災前（約２０％）を更に上回る

２５％程度 

電力コスト 
現状よりも引き下げる 

温室効果ガス排出量 
欧米に遜色ない削減目標 

エネルギー制約 エネルギー制約の克服 

１．我が国のエネルギー基本方針と目標 

安 全 

３E ＋ S 
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２．エネルギー制約の克服に向けて 

CO2の抑制 ・自給率の向上 ＝ コストの抑制   バランスのとれたエネルギー供給 
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東日本大震災以降、自給率は先進国の
中で最も低い 

自給率の低下 
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原発の停止により発電燃料は海外からの 
化石燃料に、その依存度は過去最高 

自給率の低下 
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化石燃料の依存度が高く、電気料
金は大きく上昇している 電力コストの上昇  

上記金額には消費税は含まれていません 12 



我が家の6年間の電気料金単価と消費電力推移 

単価 円（左目盛り） 

[値] 1日の電力(右目盛り） 
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2010年～2016年2月 

震災時以降の電気料金単価と1日平均電力 

月次年間平均 円/ｋｗｈ 月次年間平均 ｋｗｈ/1日電力 

３０％上昇 

【参考】 
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東電の検針票より 



主要国中での電気料金単価も高い 電力コストの上昇  
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電力コストの上昇  電源別の発電コスト （円／ｋｗｈ） 
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日本の温室効果ガス排出量（2013年度確報値） 
14億800万トン（国連提出の基準年値） 

CO2排出量の増加  

一般電気事業者によるエネルギー起源CO2排出量 

原発が停止し化石燃料による発
電依存が高く、CO2排出量は増加 

速報値
136500
万トン 

2014 
16 

34.4％ 

65.6％ 



CO2排出量係数の増加  
発電源燃料によりCO2排出係数が大きく変わる、 
“脱化石燃料へ” これからCO2削減するには選べる時代 

米国の火力発電
規制値 
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電力のCO2排出係数が増大により
５ヶ月分電力相当が浪費している 

CO2排出量の現状 
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CO2係数増による電力換算相当試算例 

年間消費電力 年間CO2量 

10年時係数CO2量 CO2量差：電力消費相当日数 

我が家の年間電力からの試算例、  約４～５ヶ月分の電力浪費にも 

東京電力の年度別 ＣＯ２排出
係数。  増加とその意義 
 
 

0.374 0.463 0.406 0.522 0.496
0.375 0.464 0.525 0.531 0.505

2013年 2014年2010年 2011年 2012年

赤字は調整前数値  
単位：Kg-CO2/kwh 

【参考】 
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３．2030年のエネルギー需給見通し エネルギーミックス 

徹底した省エネルギーの推進 
大幅なエネルギー効率の改善 
一次エネルギーの削減 
電力需要の省エネ 
設備・機器の高効率化 
見える化・エネルギーマネジメント、エネルギー最適利用 
きめの細かい省エネ 

バランスのとれたエネルギー供給 
再生可能エネルギー導入拡大 
火力発電の効率化 
原発依存度を可能な限り低減 
 

 

 あらゆる面（安定供
給、コスト、環境負
荷、安全性）で優れた
エネルギー源 はない 
 

 電源構成について 
 エネルギー源ごとの 
 特性を踏まえ、現実的 
 かつバランスのとれた 
 需給構造を構築する 

電源構成について 
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2030年度のエネルギー需要量・省エネ量、 
         電力量見込み  

376.3百万KL 

5030万KL 
1056 
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省エネ量の分野別内訳 万ＫＬ 

9128万KL 
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2030年度一次エネルギー供給量見込み 
 

5258億KW 
（１KW＝9.3×10-5原油換算kl） 燃料効率 UPは？ 

需要見込量 ／一次供給量 ＝66.7％ 21 

３５％ 
エネルギー
効率の改善 



 
2030年度の総発電量 電源構成  
 

石油, 320 

石炭, 2769 

ＬＮＧ, 2876 

原子力, 2130 

再生エネ, 2556 

省エネ分, 2130 
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２０３０年度総発電電力量 10650億ｋＷｈ 

構成比％計算 
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2030年度（目標） 電源構成比％ 
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2030年度 一次エネルギー自給率を24.3％に改善 
 

2013年に6.1％の自給率を 
  2030年に24.3％にUP出来るか 
 
原子力＋再生エネが改善策か？ 

 

 水素、メタンハイドレードは自給
改善にならないか 
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2030年度の電力コスト 引き下げはこの程度か 

 火力・原子力費用は
低減ならないか 
 

 買取り費用の増加と
は30年時点では減少

に転ずるのではない
か 
 

 電力の自由化システ
ムはコスト削減策で
はないのか 
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４．個別のエネルギー方策 
 
再生可能エネルギーの導入 拡大 
 

 太陽光発電に偏った導入にあ
る 
 

 その他の発電源の導入拡大
策は 
 

 固定価格買取り制度の見直し
は待たれている 
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再生可能エネルギーの導入 拡大 
 

一家庭当たり（平均電力）の負担額 

 発電促進賦課金単価 
   平成27年5月分～28 
   年4月分まで 
  １．５８円/ｋｗｈ 税込 
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再生可能エネ買取電力量 （27年10月末実績） 
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再生エネ買取電力量 億ｋｗｈ 

年度別（27年10月末時点） 
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再生エネ買取電力量 億ｋｗｈ 

発電源別（27年10月末時点） 

平成２４年度 平成２５年度 平成26年度 平成27年度 



 
再生可能エネルギー発電源別 2030年発電力量目標 
 

地熱 バイオマス 水力 太陽光 風力 

2013年度 26 176 849   114 52 

2030年度（目標） 103 490 981   749 182 

電源構成比％ 1.10% 4.60% 9.20%   7.00% 1.70% 
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範囲数値は 
高い値表示 
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再生可能エネルギー  技術研究開発 
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火力発電の高効率化 
 

この先技術確立？ 30 



 
多様なエネルギー源の活用 
 

 太陽熱    下水熱    河川熱 

 発電所廃熱利用  下水汚泥償却廃熱利用 
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原子力発電の活用と震災事故からの復興 
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日本の原発運転年数、世界の風力発電は原発を超えた 

33 

出典：朝日新聞 
    2月25日付 



５．エネルギーシステム改革 

 総合的なエネルギー市場の開放 

 革新的な技術の導入 

 異業種とのサービス融合 

 送配電網、ガス導管は公平 

 地域の特色ある地産地消 

 

 エネルギー選択の自由拡大 

 料金の最大限抑制 

 安定供給と保安の確保 
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電力システム改革の行程と電気事業法改正 【参考】 
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日本の温暖化対策への奮起 

• 「パリ協定」の２℃目標を目指す➡化石燃料社会から脱却 

•温暖化対策に関する計画書の策定 

• 2020年の目標設定と、 2030年目標の見直し、長期目標 

•石炭火力発電所計画の見直し 

•国際レベルでの再生エネルギー拡大 

•危機感の欠如 

36 



第４次エネルギー基本計画 （構造的欠陥）  【参考】 

37 
出典：自然エネルギー財団 2014.4.11. 



2030年度の電力需要量・省エネ量見込み 

 

1961億ｋｗｈ
（▴16.7％） 

11769億ｋｗｈ 
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2030年度の電源構成 省エネ分 総電力発電量の17％か 
 

総発電量の１７％とは 
2130億ｋｗｈ程度 

再生エネと合わせて
40％か 
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省エネ量の分野別内訳・消費原単位の改善 

1157万KL 



2030年度の需要量・省エネ量見込み  

27075万KL 

9025万KL 

23472万KL 

9128万KL 

5030万KL 

376.3百万KL 

32600
万ＫＬ 



2030年度の電源構成 、これがベストミックス？ 

原子力20～22％ 

石炭 26％ 

天然ガス27％ 

再生エネ22～24％ 

10650億ｋｗｈ 



 
CO2排出量 日本の（２０３０年）「約束草案」国連提出 

 

43 


